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≪・期末手当　＋０．１０月≫

案１　一般職の給与改定率の累積値

対象者 人数 影響額合計 影響額総額

市長 1

副市長 3

水道事業管理者 1

教育長 1

代表監査委員 1

特別秘書 1

議長 1

副議長 1

議員 58

案２　財政規模 類似政令指定都市平均

対象者 人数 影響額合計 影響額総額

市長等 8 6,396,211円

議員 60 37,089,000円

案３　人口規模 類似政令指定都市平均

対象者 人数 影響額合計 影響額総額

市長等 8 10,941,578円

議員 60 69,628,460円

≪・期末手当　＋０．０５月≫

案４　一般職の給与改定率の累積値

対象者 人数 影響額合計 影響額総額

市長等 8 2,551,346円

議員 60 15,732,421円

案５　財政規模 類似政令指定都市平均

対象者 人数 影響額合計 影響額総額

市長等 8 5,825,631円

議員 60 33,432,825円

案６　人口規模 類似政令指定都市平均

対象者 人数 影響額合計 影響額総額

市長等 8 10,351,847円

議員 60 65,832,940円

18,283,767円

39,258,456円

76,184,787円

改定影響額（年間）

3,108,071円

22,420,513円

19,312,442円

43,485,211円

80,570,038円
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審議結果 理　　　由 審議結果 理　　　由

国における指定職職
員の期末手当等の支
給月数との均衡を考
慮し、0.15月分の引
上げを答申

２６ ２回 据置き

一般職職員の月例給は引上げであったが、報酬等の額を改定
するにあたっては一般職職員の給与改定率の累積値等を考慮
して行うべきであり、現時点では改定を要する状況には至っ
ていないと判断し、据え置くことが適当との結論を報告

引上げ

２５ ２回 据置き

一般職職員の給与改定率の累積値について、今年度の状況も
大きな変化がないことから、現時点では引下げを要する状況
には至っていないと判断し、据え置くことが適当との結論を
報告

― ―

２４ １回 据置き
一般職職員の給与改定率の累積値について、昨年度の状況と
大きな変化がないことから、現時点では引下げをするには
至っていないと判断し、据え置くことが適当との結論を報告

― ―

―２３ ２回 据置き

一般職職員の月例給は引下げであったが、報酬等の額を改定
するにあたっては一般職職員の給与改定率の累積値等を考慮
して行うべきであり、現時点では引下げをするまでには至っ
ていないとの結論を報告

―

国における指定職職
員の期末手当等の支
給月数との均衡を考
慮し、0.15月分の引
下げを答申

２２ ２回 据置き

一般職職員の月例給は引下げであったが、平成19年度の改定
時に一般職職員の給与改定率を累積して引下げ改定を行った
経緯を考慮し、現時点では引下げをするまでには至っていな
いとの結論を報告

引下げ

国における指定職職
員の期末手当等の支
給月数との均衡を考
慮し、0.20月分の引
下げを答申

２１ ２回 据置き
他の政令指定都市の報酬等と本市の状況を比較すると、すべ
て平均額を下回っていることを考慮し、改定を見送るべきと
の結論を報告

引下げ

２０ １回 据置き 他の政令指定都市の報酬との均衡及び一般職職員の給与が据
え置かれたことを考慮し、改定を見送るべきとの結論を報告

― ―

１９ ４回 引下げ 類似政令指定都市の報酬との均衡及び一般職職員の給与改定
の状況を総合的に勘案し、5.1％の引下げを答申

― ―

１８

１７

職務の特殊性、責任
を考慮し、一般職職
員に準拠した支給方
式から国準拠方式へ
の変更が妥当と答申

１６ ５回 引上げ 他の政令指定都市の報酬との均衡及び政令指定都市権能から
みた適正な報酬という観点を踏まえ、引上げを答申

国準拠
方式へ
の変更

特　別　給

月例給・特別給の審議結果

(1)
年
度

(2) 特別職報酬等審議会の開催状況及び審議結果等

(2-1)
開催
回数

(2-2)審議結果等

月　例　給

特別職報酬等審議会の開催なし

7



改定率(％) 累計(％) 改定月数
改定後の

年間支給月数
改定月数

改定後の
年間支給月数

△ 0.45 0.05月 0.05月

（引下げ） （引上げ） （引上げ）

△ 0.11

（引下げ）

0.05月

（引上げ）

△ 0.19 △0.35月 △0.25月

（引下げ） （引下げ） （引下げ）

△ 0.28 △0.20月 △0.15月

（引下げ） （引下げ） （引下げ）

△ 0.30

（引下げ）

0.45 0.15月 0.15月

（引上げ） （引上げ） （引上げ）

―

(期末手当年間支給月数)
　（0.15月引上げ）
・市長、副市長　3.10月
　　　　　 (H27.4.1～)
・市議会議員　　3.10月
　　(議会が施行を保留)

△ 0.32 4.10月 3.10月

（据置き） △ 0.77 （据置き） 3.95月 （据置き） 2.95月

2.95月

― ―

― （据置き） △ 0.77 （据置き） 3.95月 （据置き）

（据置き） 2.95月

―

― ― △ 0.77 （据置き） 3.95月

―

(期末手当年間支給月数)
　H22.12.1～
　（0.15月引下げ）
・市長、副市長　2.95月
・市議会議員　　2.95月

△ 0.47 3.95月 2.95月

―

(期末手当年間支給月数)
　H21.12.1～
　（0.20月引下げ）
・市長、副市長　3.10月
・市議会議員　　3.10月

△ 0.19 4.15月 3.10月

（据置き） 0.00 （据置き） 4.50月 （据置き） 3.35月

3.35月

― ―

（給料・議員報酬）
　H20.1.1～
　（5.1%引下げ）
・市長　　1,243,000円
・副市長    977,000円
・議長　　  977,000円
・副議長　  873,000円
・議員　　　807,000円

―

給与制度の
見直し
　△4.60
給与改定分
　  0.06

△ 5.10 4.50月 （据置き）

△ 0.45 4.45月 3.35月

4.45月 （据置き） 3.35月△ 0.56 （据置き）

4.40月 （据置き） 3.30月

（給料・議員報酬）
　H16.7.1～
・市長　　1,310,000円
・副市長  1,030,000円
・議長　　1,030,000円
・副議長　  920,000円
・議員　　　850,000円

（給料・議員報酬）
　H16.7.1～
・市長、副市長　3.30月
・市議会議員　　3.30月

（据置き） 0.00 （据置き）

月 例 給 特　別　給
月例給 特別給(期末・勤勉手当) 特別給(期末・勤勉手当)

と改定状況等①

(3)月例給及び特別給の改定状況 (4) 一般職の給与の改定状況 (5) 国の指定職
（事務次官等）

【参考】 【参考】
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審議結果 理　　　由 審議結果 理　　　由

月例給・特別給の審議結果

(1)
年
度

(2) 特別職報酬等審議会の開催状況及び審議結果等

(2-1)
開催
回数

(2-2)審議結果等

月　例　給

２７ ２回
据置き

・
引下げ

一般職職員の月例給は引上げであったが、報酬等の額を改定
するにあたっては一般職職員の給与改定率の累積値等を考慮
して行うべきであり、現時点では改定を要する状況には至っ
ていないと判断し、据え置くことが適当との結論を報告
ただし、市長及び副市長の給料月額については、翌年度か
ら、地域手当の支給割合が段階的に引き上げられることを踏
まえ、給料と地域手当を合わせた月例給総額の水準を保つた
めの調整（引下げ）を実施するよう答申

引上げ

特　別　給

国における指定職職
員の期末手当等の支
給月数との均衡を考
慮し、0.05月分の引
上げを答申

国における指定職職
員の期末手当等の支
給月数との均衡を考
慮し、0.10月分の引
上げを答申

２８ ２回 据置き

一般職職員の月例給は引上げであったが、報酬等の額を改定
するにあたっては一般職職員の給与改定率の累積値等を考慮
して行うべきであり、現時点では改定を要する状況には至っ
ていないと判断し、据え置くことが適当との結論を報告

引上げ

国における指定職職
員の期末手当等の支
給月数との均衡を考
慮し、0.05月分の引
上げを答申

２９ ２回 据置き

一般職職員の月例給は引上げであったが、報酬等の額を改定
するにあたっては一般職職員の給与改定率の累積値等を考慮
して行うべきであり、現時点では改定を要する状況には至っ
ていないと判断し、据え置くことが適当との結論を報告

引上げ

Ｒ１ ２回 据置き

報酬等の額を改定するにあたっては一般職職員の給与改定率
の累積値等を考慮して行うべきであり、本年度は一般職職員
の給与が据え置かれており、今年度の状況も大きな変化がな
いことから、据え置くことが適当との結論を報告

引上げ

国における指定職職
員の期末手当等の支
給月数との均衡を考
慮し、市長及び副市
長は0.05月分、市議
会議員は0.10月分の
引上げを答申

国における指定職職
員の期末手当等の支
給月数との均衡を考
慮し、0.05月分の引
上げを答申

３０ ２回 据置き

報酬等の額を改定するにあたっては一般職職員の給与改定率
の累積値等を考慮して行うべきであり、本年度は一般職職員
の給与が据え置かれており、昨年度の状況と大きな変化がな
いことから、据え置くことが適当との結論を報告

引上げ

Ｒ２ ３回 据置き

報酬等の額を改定するにあたっては一般職職員の給与改定率
の累積値等を考慮して行うべきであり、本年度は一般職職員
の給与が据え置かれており、現時点では改定を要する状況に
は至っていないと判断し、据え置くことが適当との結論を報
告

引下げ

国における指定職職
員の期末手当等の支
給月数との均衡を考
慮し、市長及び副市
長はR2.12.1から
0.05月分、市議会議
員はR3.4.1から0.05
月分の引下げを答申

Ｒ３ ２回 据置き

報酬等の額を改定するにあたっては一般職職員の給与改定率
の累積値等を考慮して行うべきであり、本年度は一般職職員
の給与が据え置かれており、現時点では改定を要する状況に
は至っていないと判断し、据え置くことが適当との結論を報
告

引下げ

国における指定職職
員の期末手当等の支
給月数との均衡を考
慮し、0.10月分の引
下げを答申

 ※　特別職報酬等審議会は、平成１８年度までは必要に応じて開催。平成１９年度以降は常設化を図り毎年開催。

国における指定職職
員の期末手当等の支
給月数との均衡を考
慮し、0.05月分の引
上げを答申

Ｒ４ ２回 据置き

一般職職員の月例給は引上げであったが、報酬等の額を改定
するにあたっては一般職職員の給与改定率の累積値等を考慮
して行うべきであり、現時点では改定を要する状況には至っ
ていないと判断し、据え置くことが適当との結論を報告

引上げ

Ｒ５ 引上げ 第１回審議会において、引上げの意見報告 引上げ
第１回審議会におい

て、引上げの意見報告
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改定率(％) 累計(％) 改定月数
改定後の

年間支給月数
改定月数

改定後の
年間支給月数

0.35 0.10月 0.10月

（引上げ） （引上げ） （引上げ）

0.22 0.10月 0.05月

（引上げ） （引上げ） （引上げ）

0.05月 0.05月

（引上げ） （引上げ）

0.05月 0.05月

（引上げ） （引上げ）

△0.05月 △0.05月

（引下げ） （引下げ）

△0.15月 △0.10月

（引下げ） （引下げ）

0.23 0.10月 0.05月

（引上げ） （引上げ） （引上げ）

0.92 0.10月 0.10月

(人事委員会勧告) (人事委員会勧告) (人事院勧告)

1.60 4.50月 3.40月

月例給 特別給(期末・勤勉手当) 特別給(期末・勤勉手当)

と改定状況等②

(3)月例給及び特別給の改定状況 (4) 一般職の給与の改定状況 (5) 国の指定職
（事務次官等）

月 例 給 特　別　給

4.20月

0.05月

3.15月

（引上げ）

（引上げ） （引上げ）

（給料）H28.4.1～
・市長　　1,210,000円
・副市長    951,000円

(期末手当年間支給月数)
　H27.12.1～
　（0.05月引上げ）
・市長、副市長　3.15月
・市議会議員　　3.15月

0.20

△ 0.12

0.10月

―

(期末手当年間支給月数)
　H28.12.1～
　（0.10月引上げ）
・市長、副市長　3.25月
・市議会議員　　3.25月

0.23 4.30月 3.25月

―

(期末手当年間支給月数)
　H29.12.1～
　（0.05月引上げ）
・市長、副市長　3.30月
・市議会議員　　3.30月

0.45 4.40月 3.30月

3.35月

―

(期末手当年間支給月数)
　R1.12.1～
　（0.05月引上げ）
・市長、副市長　3.40月
　R3.4.1～
　（0.10月引上げ）
・市議会議員　　3.40月

―

(期末手当年間支給月数)
　H30.12.1～
　（0.05月引上げ）
・市長、副市長　3.35月
　※議員は改定なし

（据置き） 0.45 4.45月

（据置き） 0.45 4.50月 3.40月

3.35月―

(期末手当年間支給月数)
　R2.12.1～
　（0.05月引下げ）
・市長、副市長　3.35月
　R3.4.1～
　（0.05月引下げ）
・市議会議員　　3.35月

（据置き） 0.45 4.45月

―

(期末手当年間支給月数)
　R3.12.1～
　（0.10月引下げ）
・市長、副市長　3.25月
・市議会議員　　3.25月

―

(期末手当年間支給月数)
　R4.12.1～
　（0.05月引上げ）
・市長、副市長　3.30月
・市議会議員　　3.30月

0.68 4.40月 3.30月

（据置き） 0.45 4.30月 3.25月

【参考】 【参考】
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